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◆ホームページ

コロナ対策のお知らせ、最新情報

◆機関紙「ほうもん看護」

現場の情報発信

◆無料電話相談（現場のサポート）

◆Web調査（コロナ対応の実態把握）

◆Web配信セミナー

精神科訪問看護の要件に係る研修等

◆政府や厚生労働省等にコロナ対策の

要望

◆感染防護具支援プロジェクト（無償

配布：9月までをめどとする）

（日本財団・メットライフ生命保険寄付）

2020年～2021年の日本訪問看護財団の新型コロナ対応

ホームページをご覧ください！
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制度関連は「新着情報」でご確認！



（参考）日本訪問看護財団会員向け新型コロナ関連Webアンケート結果より

調査の経過 第1弾：令和2年4月 第2弾：令和2年6月 第3弾：令和2年９月 第4弾：令和3年2月

調査結果から抜粋（第4弾：令和3年2月調査、322か所の訪問看護ステーションの結果より）

①利用者の状況：感染者、濃厚接触者、ＰＣＲ検査の結果待ちの者・ＰＣＲ検査受検の調整中の者、疑い がある者への訪問状況

②訪問看護従事者の状況：感染者、濃厚接触者、ＰＣＲ検査の結果待ちの者・ＰＣＲ検査受検の調整中の者、疑いがある者の発生状況

訪問看護ステーション

訪問看護ステーション
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■利用者の感染対策や協力
・訪問前に体温を測ることや他県からの帰省の有無などの事前連絡を依頼するが情報が得られない
・利用者や家族からタイムリーな情報がなく、訪問してから急遽感染対策をせざるを得ない
・入浴介助では利用者がマスク着用できないので困るなど

■タイムリーな情報共有
・医師やケアマネジャー等と職種間による感染に対する認識の差がある
・医療機関やデイサービス、ショートステイ、グループホーム等との施設間の対応に差がある
・施設で感染が発生してもケアマネジャーから連絡が来ないため、利用者宅で初めて利用者から聞かされるなど

■訪問看護利用者の状況
・病院の面会に制限があるため、在宅へ切り替えるがん末期の看取りが増えている
・利用者が感染疑いで訪問看護以外のサービスが全て中止となり、生活支援の関わりも多くなっているなど

■訪問看護ステーションの精神的ストレス
・利用者やケアマネジャーの急な依頼に対応できない現状がある
・感染防護具（PPE）のコスト負担も増えている
・感染しないように細心の注意を払っているが、感染防護具が十分でない状況での訪問は精神的負担が大きい
・事業を継続できるかというプレッシャーと不安から、精神的に辛い
・発熱は新型コロナによるのか、他の原因か不明のままで訪問しているので、不安や緊張が解消されないなど

※報告書「第 4 弾 新型コロナウイルス感染症に関するアンケート～第 3 波における訪問看護ステーションの現状と対応～P10 参照

訪問看護ステーションがコロナ禍において一番困っていること （自由記載コメントの抜粋）

（参考）日本訪問看護財団会員向け新型コロナ関連Webアンケート結果より



• 趣旨：新型コロナウイルス感染症対策の取組を推進するための法改正

• 感染症法の一部改正：新型コロナウイルス感染症を政令で指定感染症の指定をしてきたが、今後は期
限の定めなく対策が講じられるようにするため、「新型コロナウイルス感染症」及び「再興型コロナウイ
ルス感染症」を「新型インフルエンザ等感染症」に追加

• 保健所設置市長・特別区長は、発生届・積極的疫学調査結果の報告先を、厚生労働大臣に都道府県知
事を追加、さらに電磁的な方法で一元的管理：感染者等情報把握・管理支援 (HER-SYS)の利用

• 「宿泊療養・自宅療養」の法的位置づけ（医療資源の重点化を図るための措置：外出禁止、体温など健
康状態の報告義務、都道府県知事等による宿泊施設確保、食事・日用品の支給等の努力義務

• 入院勧告・措置の見直し（病状の程度による入院・宿泊療養・自宅療養、入院先から逃げ出した場合・入
院措置に応じない場合は50万円以下の過料、積極的疫学調査を正当な理由なく拒否した場合は30
万円以下の過料、患者の迅速な発見等の行政検査）

• 緊急事態宣言時の命令違反は30万円以下、まん延防止等重点措置時は20万円以下の過料

• 緊急必要時は医療関係者・民間等の協力を求めること

• 検疫法の一部改正（水際対策、停留に応じない場合の罰則等） など
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法律は２/３成立・２/１３施行 （令和3年2月3日厚生労働省健康局長通知より）

新型インフルエンザ等対策特別措置法等の一部を改正する法律



6

医療保険の訪問看護 介護保険の訪問看護

感染者の場合 保健所の判断で、入院、宿泊療養、自宅療
養が決まる
※委託契約で訪問看護師による健康観

察あり

※高齢者は入院措置としてきたが、2021年1月7日の
政府方針で、軽症者等は宿泊療養・自宅療養が始ま

る

利用者が宿泊療
養となった場合

・継続的訪問看護が必要との主治医の指
示書に基づき訪問看護を行って訪問看
護療養費が算定可

・緊急訪問看護加算の算定可
・その他 にPCR検査等の検体採取あり

※保健所等による「自宅療養中の患者へ
のフォローアップ体制」あり

※公費負担医療

訪問看護費の算定可

※保健所等による「自宅療養中の患者へのフォロー
アップ体制」あり

利用者が自宅療
養となった場合

頻回の訪問看護が必
要な場合は、特別訪
問看護指示書による
医療保険対応

（参考）新型コロナ禍における訪問看護関連の臨時的対応（報酬等）
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医療保険の訪問看護 介護保険の訪問看護
臨時的取り扱い ・一時的な人員基準の欠員の柔軟な取扱い

・各種会議の開催・参加等のICT活用等柔軟な対応
報酬算定関連 ①感染症（疑い含む）利用者へ、主治医から

感染予防の必要性について指示を受けた
場合：
月1回の特別管理加算（2,500円）を別途
算定可（届け出不要、記録・明細書への記載）

②利用者からの要望等で、主治医の指示を
受け、電話等で病状確認や指導を行った
場合：
訪問看護管理療養費（3,000円）が算定
可。ただし、月1回以上訪問看護を提供し
ていること

③訪問看護感染症対策実施加算（9月末迄）

①20分未満の訪問看護の算定要件を緩和し、訪問
看護計画に位置付けられた内容のうち必要な最低
限の看護の提供で算定できる

②利用者から訪問を控えるように要請がある場合、
主治医への報告と指示を確認の上、電話等による
病状確認を行って週１回に限り20分未満の訪問
護費（31３単位又は（介護予防：30２単位））を算定
可。ただし、月１回以上訪問看護を提供しているこ
と

③基本報酬に0.1％上乗せ（9月末迄）

その他 ・労働基準法の「36(サブロク)協定」の取扱いの柔軟な対応
・独立行政法人福祉医療機構（ＷＡＭ）の経営資金優遇融資制度等
・慰労金支給（令和2年度補正予算：臨時的包括支援事業）
・かかり増し経費支給（介護：51万8千円、医療：70万円） （令和2年度補正予算：同上）等
・感染防護具の支給
・訪問介護職員との同行による感染予防対策の支援等

（参考）2020年からの新型コロナ禍における訪問看護関連の臨時的対応（報酬等）



【医療保険の訪問看護報酬体系】 感染予防策を講じた追加的算定の特例措置

１－１） 訪問看護基本療養費（Ⅰ）、（Ⅱ）、（Ⅲ） ＋加算
●特別地域訪問看護加算 ●緊急訪問看護加算 ●難病等複数回訪問看護加算 ●長時間訪問看護加算
●乳幼児加算 ●複数名訪問看護加算 ●夜間・早朝、深夜訪問看護加算
●同一建物居住者訪問看護減算 ●退院支援指導加算

１－２）精神科訪問看護基本療養費（Ⅰ）、（Ⅲ）、（Ⅳ） ＋加算（※１-１）のうち乳幼児加算除く）
※ 訪問看護基本療養費（Ⅲ）および、精神科訪問看護基本療養費（Ⅳ）の加算は特別地域訪問看護加算のみ

２ 訪問看護管理療養費（精神科訪問看護も同様）＋加算
１）月の初日の訪問看護

イ 機能強化型訪問看護管理療養費１ ロ 機能強化型訪問看護管理療養費２
ハ 機能強化型訪問看護管理療養費３ ニ イからハまで以外の場合の訪問看護管理療養費

２）月の2日目以降の訪問看護(1日につき）
●退院時共同指導加算 ●特別管理指導加算 ●２４時間対応体制加算 ●退院支援指導加算
●在宅患者連携指導加算 ●在宅患者緊急時等カンファレンス加算 ●特別管理加算 ●看護・介護職員

連携強化加算
●精神科重症患者支援管理連携加算（※精神科訪問看護のみ）

３．訪問看護情報提供療養費（１）、（２）、（３）

４．訪問看護ターミナルケア療養費（１）、（２）

1回50円

専門の研修を受けた看護師：従来の認定看護師等の他に
緩和ケア＋がん性疼痛看護➡①緩和ケア
がん化学療法➡②がん薬物療法看護
①、②が追加対象となる（R3,1,19保険局医療課事務連絡）
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●訪問看護感染症対策実施加算：

訪問看護基本療養費又は精神科訪問看護基本療養費が発生する初日と、その後３０回の算定につき、
「訪問看護情報提供療養費２」に相当する金額（１，５００円）をさらに算定できる

○電話等による訪問看護管理療養費の算定に係る分は回数に参入しないこと

※令和３年２月２６日付厚生労働省保険局医療課事務連絡
「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて（その３５）」を参照
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医療保険の訪問看護療養費の感染予防策を講じた追加的算定の特例措置

■感染予防策を講じた追加的算定（1回50円）の特例措置
新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、2021年4月から9月までの間、一般診療報酬において上乗せ

報酬が特例措置となった。
これは、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、誰もが新型ウイルスを保有している可能性があるこ

とを考慮して、外来や入院を問わず、全ての患者の診療に対して感染予防策の徹底が必要であることを
踏まえた特例的な対応である。
10月以降については、基本的には延長しないとしつつ、感染状況等の実態を踏まえて必要に応じ柔軟

に対応することとしている。なお、これまでの診療報酬上の臨時的対応は当面の間継続することになる
（12月18日開催の第４７０回中央社会保険医療協議会（中医協）で了承）。
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令和３年２月２６日付厚生労働省保険局医療課事務連絡
「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて（その３５）より（抜粋）
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訪問1回目（4月1日）につき
訪問看護感染症対策実施加算を算定

1,500 １ 1,500

訪問看護療養費明細書（一部）
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【医療保険】経過措置期限の延長



医療観察法の指定医療機関における臨時的な取り扱い

訪問看護事業型指定通院医療機関による訪問看護における評価

特に必要な感染予防策を講じた上で訪問看護を行い、医療観察訪問看護基本料を
算定する場合、30 回の算定につき第３章の３のロ「医療観察訪問看護情報提供料（ Ⅱ ）」に相当する
点数（150 点）（以下、「医療観察訪問看護感染症対策実施加算」という。）をさらに算定できることと
すること。

問４ （３）について、特に必要な感染予防策を講じた上で訪問看護を行う訪問看護ステーションにおいて訪問看護感
染症対策実施加算を算定する場合にどのような取扱いとなるか。

（答）各対象者について、令和３年４月１日以降に、１回目の訪問看護を行い、医療観察訪問看護基本料を算定した日
に訪問看護感染症対策実施加算を算定することができる。その後は、医療観察訪問看護基本料の30 回の算定
につき１回、訪問看護感染症対策実施加算を算定することができる。
訪問看護療養費明細書の医療観察訪問看護基本料（Ⅰ）及び（Ⅱ）の記載欄に算定回数及び算定金額を記載する
とともに、「心身の状態」欄に以下の例により訪問回数を記載すること。

「心身の状態」欄への訪問回数の記載例：
例１）訪問１回目（４月１日）につき、訪問看護感染症対策実施加算を算定
例２）訪問31 回目（５月10 日）につき、訪問看護感染症対策実施加算を算定
例３）訪問１回目（５月１日）及び31 回目（５月31 日）につき、訪問看護感染症対策実施加算を２回算定

資料：令和3年3月25日事務連絡「指定医療機関における新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取り扱いについて」（抜粋）
https://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kyushu/iji/shinshin/covid19_temporarily.pdf 13
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令和３年度 訪問看護費・介護予防訪問看護費の改定

基本報酬
イ：訪問看護ステーション
ロ：病院・診療所（みなし指定）

ハ：定期巡回・随時対応型訪問
介護看護との連携型訪問
看護事業所

加算
・夜間・早朝加算、深夜加算
・複数名訪問看護加算
・長時間加算
・緊急時訪問看護加算
・特別管理加算
・初回加算
・退院時共同指導加算
・看護・介護職員連携強化加算
（※要介護者のみ）

・ターミナルケア加算
（※要介護者のみ）
・サービス提供体制強化加算
・看護体制強化加算
・特別地域加算
・中山間地域等の加算
・同一建物等居住者等の減算
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・基本報酬は感染症対応の特例評価
（＋0.1％）

・看護職員の基本報酬の引上げ
・理学療法士等の基本報酬の引下げ

要件見直し、報酬の改定

要件見直し、報酬の
改定

退院当日の訪問看護対象者の拡大

同意を得て、テレビ
電話装置等の活用可

要件見直し



令和３年度介護報酬改定における新型コロナウイルス感染症に対応する特例的な評価（0.1％）

【趣旨】

新型コロナウイルス感染症や大規模災害が発生する中で、「感染症や災害への対応力強化」を図るとと
もに、団塊の世代の全てが７５歳以上となる２０２５年に向けて、２０４０年も見据えながら、「地域包括
ケアシステムの推進」、「自立支援・重度化防止の取組の推進」、「介護人材の確保・介護現場の革新」、
「制度の安定性・持続可能性の確保」を図る。

改定率： ＋０．７０％

※うち、新型コロナウイルス感染症に対応するための特例的な評価：０．０５％（すべてのサービスで令
和３年９月30日までの間、基本報酬に1000分の１００１（０．１％）を上乗せ）
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1月当たりの基本報酬（合計単位数）に０．１％を乗じた額（四捨五入、ただし、1単位未満となる場合は
切り上げ）
「令和3年9月30日までの上乗せ分」の算定に当たり、合計するサービスコードが示されている。
基本部分及び加減算（准看護師、夜間等、複数名、長時間、要介護5（ハ））に係る合成サービスコードに
よる1月当たりの合計算定単位数



介護保険の訪問看護における感染症に対応するための特例的な評価

資料：令和3年3月31日厚生労働省老健局介護保険計画課等 事務連絡 「介護保険事務処理システム変更に係る参考資料の送付について」 16

サービス種類コード表一覧



介護保険の訪問看護における感染症に対応するための特例的な評価

17

（一部）



訪問看護における感染症に対応するための特例的な評価（0.1％の上乗せ）

基本部分及び、准看護師・夜間等・複数名・１
時間30分以上、要介護5（ハ）に係る加減算
の合成サービスコード

18



令和３年度障害福祉サービス等報酬改定における訪問看護等との関連について

19
資料： 厚生労働省 令和3年度障害福祉サービス等報酬改定について



令和３年度障害福祉サービス等報酬改定のあらまし（訪問看護等との関連）

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000202214_00007.html 20

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000202214_00007.html


令和３年度障害福祉サービス等報酬改定における訪問看護等との関連について

21

重心型事業所の
看護職員加配加算
の見直し

従来通りの基本報酬
（2,098単位）に看
護職員加配加算とし
て、その事業所の医
ケア児の合計スコア
点数40点以上とす
る。

例：400単位×5人
＝２，０００単位



22

（参考）医療的ケアの新判定基準



令和３年度障害福祉サービス等報酬改定における「医療連携体制加算」の見直し

23

訪問看護ステー
ションや医療機
関との契約で
看護師を確保し、
健康観察や医
療的ケアを実施
する

医療連携体制
加算の対象
サービス

・短期入所a)
・重度障害者包
括支援b)
・自立訓練（生
活訓練）
・就労移行支援
・就労継続支援
・共同生活援助
・児童発達支援
・放課後等デイ
サービス



24

令和３年度介護報酬改定における 訪問看護の基準省令等の改正の活用

介護報酬の訪問看護基本報酬の改定
令和３年４月１日～９月３０日までの間は１０００分の１００１に相当する単位数を算定

介護報酬の訪問看護費の算定ルールの変更
・退院・退所当日の訪問看護 ・理学療法士等の提供回数等

介護報酬の訪問看護費に係る加算等の改定
・看護体制強化加算（要件緩和と報酬引き下げ）
・サービス提供体制強化加算（勤続年数７年以上の職員３０％以上の要件新設）

基準等（取組の強化）
・感染症対策の強化 ・業務継続に向けた取組の強化
・高齢者虐待防止の推進 ・ハラスメント対策の強化
・認知症ケアの充実 ・LIFE（ライフ）情報の利活用の推進
・サービス付き高齢者向け住宅等における適正なサービス提供の確保等

基準等（ルールの柔軟化）
・会議や多職種連携におけるICTの活用（テレビ電話等）
・利用者への説明・同意等（電磁的な対応、署名・押印）
・記録の保存・交付等 ・員数の記載や変更届け出
・運営規程等の掲示（ファイル等での備え置き等） ・人員配置の両立支援



■感染症発生・まん延等対策の強化（義務付け、３年の経過措置:令和6年3月31日までは努力義務）

委員会の開催、指針の整備、研修の実施、訓練（シミュレーション）を定期的に実施する。
●居宅基準改正

第３１条（衛生管理等）に新設（あらまし）
指定訪問介護事業者は、当該指定訪問介護事業所において感染症が発生し、又は蔓延しないように措置を講じ

なければならない

【措置】

・感染対策委員会の開催（テレビ電話装置等を活用して行うことができる）をおおむね６月に１回以上開催し、その

結果について従業者に周知徹底を図る

・感染症の予防及びまん延防止のための指針（平時、発生時）を整備する

・研修及び訓練（机上実施含む）を年1回以上及び新規採用時に実施する

※「介護現場にお ける感染対策の手引き」を参照

※研修の実施は、厚生労働省「介護施設・事業所の職員向け感染症対策力向上

のための研修教材」等を活用できる

25

訪問看護ステーションにおける感染症・まん延防止対策

※準用：訪問介護は訪問看護と読み替える

https://www.mhlw.go.jp/content/000751014.pdf

https://www.mhlw.go.jp/content/000751014.pdf


（参考） 「介護現場にお ける感染対策の手引き」を参照

26



訪問看護ステーションにおける業務継続計画

■業務継続に向けた取組の強化
（義務付け、３年の経過措置:令和6年3月31日までは努力義務）

業務継続計画（BCP)等の策定、研修（年1回以上）、訓練（シミュレーション）、定期的
な見直し・変更など
※研修の他事業所との合同開催、感染対策委員会との研修・訓練を一体的に実施（机

上実施）も可

□新型コロナウイルス感染症発生時の業務継続ガイドライン（ひな形）を参考に

BCPを作成する

□自然災害発生時の業務継続計画ガイドライン（ひな形）を参考にBCPを作成

する

●（居宅基準改正）

第３０条の２（業務継続計画の策定等）を新設（抜粋）

• 感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定訪問介護の提供
を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るため
の計画を策定し、必要な措置を講ずる

• 業務継続計画の周知、研修、訓練

• 定期的な見直し・変更

27資料：第199回介護給付費分科会資料抜粋

※準用：訪問介護は訪問看護と読み替える



新型コロナウイルス感染症発生時のBCP
■第Ⅰ章 総則

目的、基本方針、主管部門

■第Ⅱ章 平時からの備え

対応主体、対応事項

■第Ⅲ章 初動対応

対応主体、対応事項

■第Ⅳ章 感染拡大防止体制の確立

対応主体、対応事項

※ワード形式とエクセル別添様式が添付されている

別添（エクセル様式）

様式１（推進体制の構成メンバー） 様式２（事業所外連絡リスト）

様式３（職員・利用者体温・体調チェックリスト）

様式４（感染（疑い）・濃厚接触（疑い）者管理リスト）

様式５（部署ごと）職員緊急連絡網 様式６（備蓄品リスト）

様式７（業務分類（優先業務の選定）） 様式８（来所立ち入り時体温チェックリスト）

自然災害発生時のBCP

■1．総論

基本方針、推進体制、リスク把握、優先業務の選定、研修・訓練の

実施

■２．平常時の対応

建物・設備の安全対策、電気が止まった場合の対策、ガス

が止まった場合の対策、水道が止まった場合の対策、通

信が麻痺した場合の対策、システムが停止した場合の対策、

衛生面（トイレ当）の対策、必需品の備蓄、資金

■３．緊急時の対応

BCPの発動基準、行動基準、対応体制、対応拠点、安否確認、

職員の参集基準、施設内外での避難場所・避難方法、重要業

務の継続、職員管理、復旧対応

■４．他施設との連携

連携体制の構築、連携対応

■５．地域との連携

被災時の職員派遣、福祉避難所の運営

※訪問サービス固有事項

移動中・訪問中を想定、休止・縮小・前倒し訪問想定、他事業所への

変更、避難先への訪問など）

（参考）訪問看護ステーションのBCPガイドラインより（まとめ）

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15758.html

28

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15758.html
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日本訪問看護財団が実施した、第４弾Webアンケート調査 （２０２１年２月１６日報告）の結果
では、回答した訪問看護ステーションの１４．８％が自事業所のみのBCPを作成して実施。地域
の関係機関を視野に入れたBCPは、わずか１．９％しかなかった

これから３年以内に作成するが、２４．８％で最も多かった

（参考）訪問看護ステーションのBCP作成の動向

資料：日本訪問看護財団Webアンケート調査（第4弾）



■高齢者虐待の発生又はその再発防止の推進（省令改正）

利用者の人権の擁護、虐待防止等の観点から、虐待の発生又は再発を防止するための定期的委員会

開催（テレビ電話装置等の活用可）、虐待防止のための指針の整備、従業者に研修実施、担当者を定め

ることを義務付ける
（義務付け、３年の経過措置）

●指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準

第７３条（運営規程）

指定訪問看護事業者は、指定訪問看護事業所ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規定
（以下この章において「運営規程」という。）を定めておかなければならない

新設：（１～６省略） ７ 「虐待の防止のための措置に関する事項」、８省略

（参考）虐待防止のための措置に関する事項

・虐待の防止に係る組織内の体制（責任者の選定、委員会設置・開催）

・従業者への研修方法や研修計画等 ・虐待等が発生した場合の対応方法等

30
資料：第199回介護給付費分科会資料抜粋

●指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準

第３７条の２（虐待の防止）（新設）

訪問看護ステーションにおける高齢者虐待防止対策



委員会等設置・開催 指針の整備 研修・訓練 他の会議体・サービスと
の連携

（テレビ電話等の活用）

感染症対策 【感染対策委員会】
○委員は感染対策の知識

を有する者を含む幅広
い職種

○6月に1回以上
○感染対策担当者を決め

ておく

感染症の予防及びまん延の
防止のための指針（平常時
と発生時）を整備する

○研修は年1回以上、新
規採用時

○訓練は年1回以上実
施

・他の会議体との一体的運営
や他のサービス事業者との
連携開催可

※感染症発生時のBCPと合
同の研修・訓練可

※テレビ電話装置等活用可

業務継続計画
（BCP）
・感染症発生時

・自然災害時

対応主体（責任者・代行者
選定）
役割分担等

○サービスの提供の継続、
非常時の体制で早期の業
再開

○利用者と職員の安全確保

○研修は年1回以上、新
規採用時

○訓練（机上含む）は年
1回以上実施

業務継続計画の策定、研修・
訓練については、他のサービ
ス事業者と連携で行うこと可

※テレビ電話装置等活用可

虐待の発生又
はその再発防
止対策

【虐待防止検討委員会】
○委員は管理者を含む幅

広い職種
○虐待防止の専門家を活

用
○担当者を定めること

運営規程に「虐待の防止の
ための措置に関する事項」
追記
虐待の防止に係る組織内の体
制（責任者の選定、従業者への
研修方法や研修計画等）、虐待
等が発生した場合の対応方法等
を指す内容

○研修は年1回以上、新
規採用時

内容：虐待等の防止の
基礎的内容等の適切な
知識の普及・啓発
事業所における指針に
基づく虐待防止の徹底

・他の会議体との一体的運営
や他のサービス事業者との
連携開催可

※テレビ電話装置等活用可

訪問看護ステーションにおける感染予防対策等の進め方について（まとめ）

31
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■全ての介護サービス事業者に、男女雇用機会均等法等におけるハラスメント対策の責務を踏まえ、対策を求める

（省令改正）

※併せて、カスタマーハラスメント防止のための方針の明確化等の措置を推奨

●指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準

第３０条（勤務体制の確保等）新設

「指定訪問介護事業者は、適切な指定訪問介護の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又
は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより訪問介護員等の就業環
境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。」

【参考】厚生労働省HP
https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/000611025.pdf

訪問看護ステーションにおけるハラスメント防止の取組

「介護現場におけるハラスメント対策マニュアル」
「（管理職・職員向け）研修のための手引き」
厚生労働省ホームページ
（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_05120.html）

※準用：訪問介護は訪問看護と読み替える

職場におけるパワーハラスメント対策が 事業主の義務になりました︕

https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/000611025.pdf
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_05120.html


職場におけるハラスメント3要素

33



職場におけるハラスメント

000629796.pdf (mhlw.go.jp)厚生労働省HP：
34

https://www.mhlw.go.jp/content/12305000/000629796.pdf


（参考）カスタマーハラスメントの防止」

相談に対応する担当者をあらかじめ
定めること等により、相談への対応の
ための窓口をあらかじめ定め、従業
者に周知する。

例えば、
従業者に対して、暴言、暴力等
ハラスメント行為が発生した場合は、
上司等関係者間で協議し解決を図る。
解決が困難で、健全な信頼関係が
構築できず訪問看護の効果が期待
できないと判断した場合は、行政
や居宅介護支援事業所等に相談
の上、訪問看護の中止または契約
解除とすることがある。

カスタマーハラスメントとは、利用
者やその家族が理不尽な要求や謝
罪を強要すること

職場におけるハラスメントの代表的な類型

35



■認知症に係る取組の情報公表
研修の受講状況等、認知症に係る事業者の取組状況について公表を求める

●通知改正：「「介護サービス情報の公表」制度の施行について」の別添１

※認知症介護基礎研修受講の義務付け（３年の経過措置、新入職員は１年の猶予）

介護に直接携わる職員のうち医療・福祉関係の資格を有さない者に研修を受講させるために必要な

措置を講ずることを義務付ける

基本情報調査票
※研修の欄を設け
受講人数・研修種類
を入力させる

資料：第１９９回介護給付費分科会

訪問看護ステーションにおける認知症に係る取組

36
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（参考）認知症介護基礎研修とは

認知症介護研究・研修仙台センターの資料より
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（参考）認知症介護の研修体系
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■介護保険等関連情報の活用及びPDCAサイクルの推進
●居宅基準改正 第３条（一般原則）

CHASE・VISITを活用した計画作成や事業所単位でのPDCAサイクルの推進、ケアの

質向上の取組を推奨する。

訪問看護においては、CHASEの収集項目提出に関する加算等による評価はない（努力義務）

科学的介護情報システム（LIFE)に新規登録して、ケアの質の向上に取り組む

資料：第１９９回介護給付費分科会

• 「CHASE専用Webサイト」は４月１日から「LIFE」

訪問看護ステーションにおけるLIFEの取組

【参考】
厚生労働省老健局老人保健課 事務連絡（令和3年2月19日）「科学的介護情報システム（LIFE)の活用等について
※新規登録等の利用方法は「別添3 LIFEの利用について」を参照
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（参考）介護関連データベースの構成

※令和３年度からCHASE・VISITの一体的運用のため、LIFEに統一

LIFE （ライフ）：科学的介護情報システム（Long-term Care Information system For Evidence ）

資料：第１９９回介護給付費分科会資料抜粋
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（参考）介護関連データベースの基本項目など

資料：第１９１回介護給付費分科会



42

（参考）フィードバックを活用したPDCAサイクルの推進

資料：第１９１回介護給付費分科会



【参考】
●厚生労働省老健局老人保健課 事務連絡（令和3年2月19日）「科学的介護情報システム（LIFE)の活用等について

※新規登録等の利用方法は「別添3 LIFEの利用について」を参照
●介護保険最新情報Vol.931 「①「科学的介護情報システム（LIFE）」の活用等について、②「科学的介護情報システム（LIFE）」

の活用等について（その２）」 ※LIFEへの提出データ様式を参照

LIFEの運用開始について

43

令和2年度まで

令和3年度から（予定）

○ 令和3年4月1日より、LIFEによるCHASE・VISITの一体的な運用が始まります。
○ すでにCHASEまたはVISITを利用している場合、ID・パスワードはLIFEでも引き続き利用可能です。

なお、CHASEとVISITを両方利用している場合、CHASEのID・パスワードに統一されます。

○ 令和3年4月1日より、LIFEによるCHASE・VISITの一体的な運用が始まります。
○ すでにCHASEまたはVISITを利用している場合、ID・パスワードはLIFEでも引き続き利用可能です。

なお、CHASEとVISITを両方利用している場合、CHASEのID・パスワードに統一されます。
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医療の専門知識を持ち頻繁に患者宅を訪問して医療と介護の両面に渡る幅広いケアを提供しているの
は訪問看護師であり、医療・介護を一体化した在宅ケアのデータをもっている

（参考）訪問看護ステーションのデータが活用できる理由（私見）

訪問回数 実施内容

医師 月1～2回程度 診療行為

訪問看護師 週1～3回程度（必要に応じ毎日、
1日2～3回訪問）

医療処置、心身・病状のアセスメント、リハビリ、療
養上の世話、家族の相談・支援など

ケアマネジャー 要介護→1/月、要支援→１/3月 介護相談、ケアプラン作成等

ホームヘルパー ケアプランによる回数 身体介護、生活介護

居住系サービス、多機能系サービス、通所系サービスにおいて、ＬＩＦＥへのデータ提出とフィードバッ
クの活用によるＰＤＣＡサイクルの推進・ケアの向上が求められている。

・訪問看護ステーションにおいては、他サービスの様式を用いて、データを提出し、フィードバックを
受けて、PDCAサイクルによりケアの質向上を図ることが望ましい。

・様式例（看多機の例）： 科学的介護推進に関する評価、 褥瘡マネジメント加算、 排せつ支援加算
口腔機能向上加算、栄養アセスメント加算

・LIFEに提出する情報に利用者氏名、被保険者番号等の個人情報が含まれるが、LIFEのシステム
には一部匿名化した情報が送られるため情報の提出自体に同意は必要ない
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別紙様式１：
看護小規模多機能型居宅介護における
「科学的介護推進体制加算（４０単位）に
係る提出情報

訪問看護ステーションで活用したい様式例



訪問看護ステーションで活用したい様式例（排泄、褥瘡対策）

看護小規模多機
能型居宅介護

●排せつの状態

●褥瘡対策スク
リーニング加算
に係る様式
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訪問看護ステーションで活用したい様式例（口腔機能向上）

看護小規模多機能型居宅介護

【口腔機能向上サービス加算に係る様式】
１．スクリーニング、アセスメント、モニタリング項目

口腔衛生状態、口腔機能、特記事項（歯、粘膜、
音声、その他）

２．口腔機能改善管理計画
計画立案者、サービス提供者、実施内容

３．実施記録
4．その他特記事項
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訪問看護ステーションで活用したい様式例（口腔・栄養スクリーニング）
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療養通所介護

口腔・栄養スクリー
ニング加算に係る
様式
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令和3年度介護報酬改定を踏まえた今後の課題等（第200回介護給付費分科会資料より）
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令和3年度介護報酬改定を踏まえた今後の課題等（第200回介護給付費分科会資料より）

２．地域包括ケアシステムの推進
・認知症の行動・心理症状への対応や、中核症状を含めた評価の方策の検討、認知症介護研修の義務づけに関す

る効果検証
・「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」等に沿った取組状況の把握、推進

方策の検討
・介護付きホームや認知症GH等の利用者の療養上の世話や看取り、自立支援・重度化防止の実態を把握、対応
の検討

・訪問看護及び訪問リハビリテーションについての実態調査、サービス提供の在り方や看護職員確保の強化策の
検討

・適切なケアマネジメント手法等の実効性が担保される方策の検討
・逓減制の見直しによるケアマネジメントの質の確保及び公正中立性を確保するための取組に関する効果検証
・都市部、離島や中山間地域等、地域の実情に応じた必要な方策、サービス提供のあり方の検討
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護、（看護）小規模多機能型居宅介護の普及を図る方策の検討、機能・役割の

検証
・療養通所介護についての今後の在り方の検討
・個室ユニット型施設の整備・運営状況の定期的把握
・小規模特養等の経営実態の調査
・介護医療院について、加算の効果、移行状況を把握、移行促進のための対応の検討

1．感染症や災害への対応力強化 2．地域包括ケアシステムの推進 ３．自立支援・重度化防止の取組の推進
４．介護人材の確保・介護現場の革新 ５．制度の安定性・持続可能性、その他



令和３年度介護報酬改定を訪問看護にどう活用するか？
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ご清聴ありがとうございました

１．訪問看護ステーションの安定的運営・経営
感染症・非常災害等対応の業務継続計画（BCP）の策定・活用

２．LIFEへの訪問看護データ提出とフィードバックによる質向上

３．訪問看護ステーションの看護機能強化
（看護師等のうち看護職員を６０％以上をめざす）

４．理学療法士等と看護師等が専門性を発揮して協働する、地域の健康支援リソース

５．ICT活用等による業務効率化への積極的な取り組み


